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■平成２７年９月 関東・東北豪雨 

■平成２８年８月の一連の台風（北海道・東北地方） 

■平成２９年７月 九州北部豪雨等（全国各地） 

 ①「大規模氾濫に対する減災のための治水対策のあり方について」答申（平成２７年１２月） 

 ②水防災意識社会 再構築ビジョン（平成２７年１２月） 

 ③「中小河川等における水防災意識社会の再構築のあり方」答申（平成２９年１月） 

 ④「水防法等の一部を改正する法律」施行（平成２９年６月） 

 ⑤「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画（平成２９年６月） 

 ⑥平成２９年７月 九州北部豪雨等を踏まえた全国の中小河川の緊急点検（平成２９年９月） 

 ⑦全国の中小河川の緊急点検結果と対応策（平成２９年１２月） 

激甚化する災害への対応 
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 ■平成３０年７月豪雨、台風第２１号、大阪北部地震、北海道胆振東部地震、豪雪等 

 ⑧重要インフラの緊急点検（平成３０年９月） 

 ⑨重要インフラの緊急点検の結果と対応方策（平成３０年１１月） 

 ⑩防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策（平成３０年１２月） 

 ⑪「大規模広域豪雨を踏まえた水災害対策のあり方について」答申（平成３０年１２月） 

 ⑫「水防災意識社会」の再構築に向けた緊急行動計画の改定（平成３１年１月） 



防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策 
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緊急点検結果を踏まえた対策（62項目） 

河道掘削・樹木伐採（河川） 法面対策（道路） 電源設備等の浸水対策（空港） 

伐採前 

１．基本的な考え方 

●本対策は、「重要インフラの緊急点検の結果及び対応方策」（平成30年11月27日）のほか、既往点検 
の結果等を踏まえ、 
・防災のための重要インフラ等の機能維持 
・国民経済・生活を支える重要インフラ等の機能維持 

の観点から、特に緊急に実施すべきソフト・ハード対策について、3年間で集中的に実施するもの。 
●国土交通省では、緊急点検結果を踏まえた対策62項目及び既往点検結果を踏まえた対策等5項目 
合計67項目について緊急対策を実施する。 

２．「防災・減災、国土強靱化のための３か年緊急対策」（国土交通省関係）の概要 

伐採後 

止水扉の設置 

河川橋梁の橋脚基礎部分の補強（鉄道） 

橋脚 

主桁 主桁 

橋梁(橋脚)の補強例 

橋 
脚 

石やブロックを 
設置し、河床を 
補強 

既往点検結果を踏まえた対策等（5項目） 

３．本対策の期間と達成目標 

○期間：2018年度～2020年度の3年間 
○達成目標：防災・減災、国土強靱化を推進する観点から、対策を完了（概成）または大幅に進捗させる。 

 



関東・東北豪雨を踏まえ、新たに「水防災意識社会 再構築ビジョン」として、全ての直轄河川とその沿川市町村 
（109水系、730市町村）において、平成32年度目途に水防災意識社会を再構築する取組を行う。 
 

＜ソフト対策＞ ・住民が自らリスクを察知し主体的に避難できるよう、より実効性のある「住民目線のソフト対策」
へ転換し、平成28年出水期までを目途に重点的に実施。 

 

＜ハード対策＞ ・「洪水氾濫を未然に防ぐ対策」に加え、氾濫が発生した場合にも被害を軽減する 
「危機管理型ハード対策」を導入し、平成32年度を目途に実施。 

排水門 

主な対策 各地域において、河川管理者・都道府県・市町村等からなる協議会等を新たに設置して 
減災のための目標を共有し、ハード・ソフト対策を一体的・計画的に推進する。 

A市 

B市 

C町 

D市 

対策済みの堤防 

氾濫ブロック 
家屋倒壊等氾濫想定区域 ※ 

＜危機管理型ハード対策＞      ＜危機管理型ハード対策＞ 
○越水等が発生した場合でも決壊までの時

間を少しでも引き延ばすよう堤防構造を
工夫する対策の推進 
 

天端のアスファルト等が、 
越水による侵食から堤体を保護 
（鳴瀬川水系吉田川、 
 平成27年9月関東・東北豪雨） 

＜被害軽減を図るための堤防構造の工夫（対策例）＞ 

＜住民目線のソフト対策＞ 
○住民等の行動につながるリスク

情報の周知 
・立ち退き避難が必要な家屋倒壊等氾
濫想定区域等の公表 

・住民のとるべき行動を分かりやすく示
したハザードマップへの改良 

・不動産関連事業者への説明会の開催 
 

○事前の行動計画作成、訓練の
促進 

・タイムラインの策定 
 

○避難行動のきっかけとなる情報
をリアルタイムで提供 

・水位計やライブカメラの設置 
・スマホ等によるプッシュ型の洪水予報
等の提供 

 

＜洪水氾濫を未然に防ぐ対策＞ 
○優先的に整備が必要な区間において、

堤防のかさ上げや浸透対策などを実施 

横断図 

※ 家屋の倒壊・流失をもたらすような堤防決壊
に伴う激しい氾濫流や河岸侵食が発生する
ことが想定される区域 

水防災意識社会 再構築ビジョンの概要 
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・｢水防災意識社会｣の再構築に向けて実効性をもって着実に推進するため、各種取り組みの方向性、
具体的な進め方を｢緊急行動計画｣としてとりまとめ鋭意推進中。 
・平成30年7月豪雨や社会資本整備審議会答申を受け、取り組みをさらに充実し加速するために、河
川管理者ののみならず多くの主体による取り組みの強化、洪水のみならず土砂・高潮・内水による災
害への取り組み強化等を拡充し、2020年度目途に取り組むべき｢緊急行動計画｣を改定(H31.1.29) 

「水防災意識社会」再構築に向けた緊急行動計画の改定の改定 

 ①情報伝達、避難計画等に関する事項 

②平時からの住民等への周知・教育・訓練に関する事項 

③円滑かつ迅速な避難に資する施設等の整備に関する事項 

①水防体制に関する事項 

②多様な主体による被害軽減対策に関する事項 

・要配慮者利用施設における避難確保：避難確保計画の作成を進めるとともにそれに基づく避難訓練を実施 
・多機関連携タイムライン：多くの関係機関が防災行動を連携して実施することが必要となる都市部等の地域
ブロックで作成 

・防災施設の機能に関する情報提供：ダムや堤防等の施設の効果や機能、避難の必要性等に関して住民等
へ周知   等 

・防災教育の促進：防災教育に関する支援を実施する学校を教育関係者等と連携して決定し、指導計画の作成
支援に着手 

・共助の仕組みの強化：地区防災計画等の作成促進、地域の防災リーダー育成を推進 
・住民一人一人の適切な避難確保：マイ・タイムラインの作成等を推進 
・リスク情報の空白地帯の解消：ダム下流部の浸水想定図の作成・公表、土砂災害警戒区域等の指定の前提
となる基礎調査の早期完了    等 

・危機管理型ハード対策：決壊までの時間を少しでも引き延ばす堤防構造の工夫を実施する箇所の拡充 
・危機管理型水位計：災害時に危険性を確認できるよう、機能を限定した低コストの水位計を設置 
・円滑な避難の確保：代替性のない避難所や避難路を保全する砂防堰堤等の整備 
・簡易型河川監視カメラ：災害時に画像・映像によるリアリティーのある災害情報を配信できるよう、機能を限定
した低コストの河川監視カメラを設置    等 

・重要水防箇所の共同点検：毎年、出水期前に重要水防箇所や水防資機材等について河川管理者と水防活
動に関わる関係者（建設業者を含む）が共同して点検 

・水防に関する広報の充実：水防活動に関する住民等の理解を深めるための具体的な広報を検討・実施 等 

・市町村庁舎等の施設関係者への情報伝達：各施設管理者等に対する洪水時の情報伝達体制・方法につ
いて検討 

・洪水時の庁舎等の機能確保のための対策の充実：耐水化、非常用電源等の必要な対策については各施
設管理者において順次実施のうえ、実施状況については協議会で共有 

・民間企業における水害対応版BCPの策定を推進       等 

・排水施設等の運用改善：国管理河川における長期間、浸水が継続する地区等において排水作業準備計画
を作成 

・排水設備の耐水性の強化：下水道施設、河川の排水機場について、排水機能停止リスク低減策を実施 等 

・計画的・集中的な事前防災対策の推進：事前防災対策として地方公共団体が実施する「他事業と連携した対策」「抜本的対策（大規模事業）」を支援する個別補助事業を創設  
・TEC-FORCEの体制・機能の拡充･強化：大規模自然災害の発生に備えた初動対応能力の向上    等 

・堤防等河川管理施設の整備：国管理河川において、洪水氾濫を未然に防ぐ対策を実施 
・土砂・洪水氾濫への対策：人命への著しい被害を防止する砂防堰堤・遊砂地、河道断面の拡大等の整備 
・多数の家屋や重要施設等の保全対策：樹木伐採、河道掘削等を実施 
・本川と支川の合流部等の対策：堤防強化、かさ上げ等を実施 
・ダム等の洪水調節機能の向上・確保：ダム再生を推進、ダム下流河道の改修、土砂の抑制対策 
・重要インフラの機能確保：インフラ・ライフラインへの著しい被害を防止する砂防堰堤、海岸堤防等の整備 等          

 ・国及び都道府県管理河川の全ての対象河川において、水防法に基づく協議会を設置 
 ・協議会に利水ダム管理者やメディア関係者など多様な関係機関の参画 
 ・土砂災害への防災体制、防災意識の啓発などに関する先進的な取り組みを共有するための連絡会を設置  

        

（２）円滑かつ迅速な避難のための取組 

（４）氾濫水の排除、浸水被害軽減に関する取組 

（６）減災・防災に関する国の支援 

（５）防災施設の整備等 

（１）関係機関の連携体制 （３）被害軽減の取組 
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■東北地方太平洋沖地震により、広範囲にわたって河川堤防に甚大な被害が生じたことを受け、堤防の耐震に係わるさまざまな
課題に対し、整理された知見や検討結果を踏まえ、その一部について一定の結論が得られたことから、平成24年及び平成28年
に「耐震性能照査指針」が改定。 

■平成7年1月に発生した兵庫県南部地震を契機に、平成9年10月に「河川堤防の液状化対策工法設計施工マニュアル（案）」が
策定。その後、多くの調査・研究が行われ、知見が蓄積されたことから、平成28年に「河川堤防の液状化対策の手引き」が策定。 

 
  

 

  

 
 

 

 
 

 

 
 

 
 

 
 

 
 

 

地震・津波対策の基準類の変遷 平成28年改定の耐震性能照査指針の主な改定項目 

主な項目 主な内容 

堤体の液状化の照査方
法 

・基礎地盤と堤体の液状化の一体 
 的な照査 

堤防の沈下量評価方法 ・拘束圧に応じた液状化層のせん 
 断剛性の補正の導入 

液状化判定における細
粒分補正 

・細粒分を多く含む土では大きなRL 
 （繰返し三軸強度比）を得られるよう 
 改定 

L2-1地震動の見直し ・地域別補正係数の見直し 

平成28年策定の液状化対策の手引きの主な内容 

項
目 

【従前：平成9年】 
河川堤防の液状化対策工
法設計施工マニュアル（案） 

【現在：平成28年】 
河川堤防の液状化対策の手
引き 

評
価
方
法 

円弧すべり法により地震時
安全率を算出した上で安全
率と沈下量の関係から堤防
の沈下量を評価 

耐震性能照査指針に基づき、
堤防の変形を直接算定し評
価 

対
策
の
考
え
方 

川表、川裏それぞれ円弧す
べり安全率が所定の値を下
回る場合、上回るよう対策
（よほどのことがない限り、川
表、川裏の対策が必要） 

沈下時の堤防高が平常時の
最高水位を下回る場合、上
回るよう対策（川表、川裏い
ずれかの対策でも可） 

耐
震
性
能
照
査
指
針

Ｈ
24
年
2
月

耐
震
性
能
照
査
指
針

Ｈ
28
年
3
月

照査を実施

照
査
完
了

Ｈ
23
年
3
月

東
北
地
方
太
平
洋
沖
地
震

耐震対策を実施

河
川
堤
防
の
液
状
化
対
策
工
法
設
計

施
工
マ
ニ
ュ
ア
ル
（
案
）

Ｈ
9
年
10
月

順
次
対
策
検
討
・
対
策
実
施

Ｈ
7
年
1
月

兵
庫
県
南
部
地
震

河
川

堤
防
耐
震
点
検
マ
ニ
ュ
ア
ル

Ｈ
7
年
3
月

耐
震
性
能
照
査
指
針
（
案
）

Ｈ
19
年
3
月

河
川
堤
防
の
液
状
化
対
策
の
手
引
き

Ｈ
28
年
3
月

対策検討を実施

地震外力 レベル2地震動 現在から将来にわたって考えられる最大級の強さを持つ地震動 

レベル2－1 プレート境界型の大規模な地震 

レベル2－2 内陸直下型地震 

耐震性能 地震後においても照査において考慮する外水位（平常時の最高水位）に対して越流を
防止する機能 

耐震性能照査の考え方 

耐震性能照査指針の改定、河川堤防の液状化対策の手引きの策定 
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リスク管理型の水の安定供給に向けた水資源開発基本計画のあり方について 答申の概要 
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新たな水資源開発基本計画のあり方 
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計画を策定する上での留意点 
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第1回 検討会  新聞記事は各社の承諾を得て掲載しています。 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

 日時 ： 平成30年11月1日(木) 10時～12時 
 場所 ： AP名古屋 名駅 
 内容 ： 検討会の設置趣旨と進め方 
       水利用の状況とリスク 
       リスク管理の考え方 
       意見交換 

目 的 委 員 

 中部地方整備局管内の各地域における水供給
に影響が大きいリスク要因となる外力やシナリオを
検討し、水供給の停止等がさまざまな地域や利用
者に与える影響と被害の程度を明らかにし、中部
地方におけるリスク管理型の水の安定供給のあり
方についてとりまとめを行う。 

氏 名 所 属 専 門 備 考 

奥野 信宏 （公財）名古屋まちづくり公社 名古屋都市センター長 地    域  ○ 

上之郷久展 （一社）中部経済連合会 社会基盤部長 経    済   

辻本 哲郎 名古屋大学 名誉教授 河    川   

冨永 晃宏 名古屋工業大学 教授 水 資 源   

中北 英一 京都大学防災研究所 副所長・教授 水文気象   

能島 暢呂 岐阜大学 教授 防    災   

本山ひふみ 愛知淑徳大学 教授 生    活   

〈敬称略 五十音順〉 ○：委員長 

2018(H30).11.2(金) 
建通新聞中部 1面 

2018(H30).11.2(金) 
建設通信新聞 7面 

(中部欄) 

2018(H30).11.2(金) 
日刊建設工業新聞 7面 

(中部面) 

第1回 中部地方水供給リスク管理検討会 概要  
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